
平成十五年政令第百十八号

金融機関等の更生手続の特例等に関する法律施行令

内閣は、金融機関等の更生手続の特例等に関する法律（平成八年法律第九十五号）の規定に基づき、金融機関等の更生手続の特例等に関

する法律施行令（平成八年政令第三百三十六号）の全部を改正するこの政令を制定する。
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第一章　総則

（定義）

第一条　この政令において「銀行」とは、金融機関等の更生手続の特例等に関する法律（以下「法」という。）第二条第一項に規定する銀

行をいう。

２　この政令において「協同組織金融機関」とは、法第二条第二項に規定する協同組織金融機関をいう。

３　この政令において「金融機関」とは、法第二条第三項に規定する金融機関をいう。

４　この政令において「相互会社」とは、法第二条第六項に規定する相互会社をいう。

５　この政令において「組合員等」とは、法第二条第十項に規定する組合員等をいう。

６　この政令において「代表理事」とは、法第二条第十一項に規定する代表理事をいう。

（預金等債権から除かれるもの）

第二条　法第二条第七項に規定する政令で定めるものは、預金保険法施行令（昭和四十六年政令第百十一号）第十五条に規定する預金等と

する。

（顧客債権から除かれるもの）

第三条　法第二条第八項に規定する政令で定めるものは、次に掲げるものとする。

一　他人（仮設人を含む。）の名義をもって有する権利に係る債権

二　前号に掲げる債権のほか、金融庁長官及び財務大臣が指定する債権

第二章　協同組織金融機関の更生手続

（更生計画の遂行による協同組織金融機関の登記の嘱託書等の添付書面の通則）

第四条　更生計画（法第四条第二項に規定する更生計画をいう。以下この章において同じ。）の遂行により登記すべき事項が生じた場合に

おける協同組織金融機関の登記の嘱託書又は申請書に添付すべき書面に関しては、次条から第十五条までに定めるもののほか、嘱託書に

添付すべき書面については中小企業等協同組合法（昭和二十四年法律第百八十一号）第四章第四節、信用金庫法（昭和二十六年法律第二

百三十八号）第九章、労働金庫法（昭和二十八年法律第二百二十七号）第九章又は金融機関の合併及び転換に関する法律施行令（昭和四

十三年政令第百四十三号。以下「合併転換法施行令」という。）の規定中申請書の添付書面に関する規定を準用し、申請書に添付すべき

書面についてはこれらの規定の定めるところによる。

（認可決定謄本等）

第五条　更生計画の遂行により登記すべき事項が生じた場合には、協同組織金融機関の登記の嘱託書又は申請書には、更生計画の認可の決

定の裁判書の謄本（以下「認可決定謄本」という。）を添付しなければならない。

２　前項の場合には、更生協同組織金融機関（法第四条第七項において規定する更生協同組織金融機関をいう。以下この章において同じ。）

又は法第百三条第一項に規定する条項により設立される協同組織金融機関若しくは法第百四条において準用する会社更生法（平成十四年

法律第百五十四号）第百八十三条に規定する条項により設立される株式会社（以下この項において「更生協同組織金融機関等」という。）

の登記の嘱託書又は申請書には、次の書面（更生協同組織金融機関等に関するものに限る。）を添付することを要しない。

一　総会（中小企業等協同組合法第五十五条第一項、信用金庫法第四十九条第一項又は労働金庫法第五十五条第一項の総代会を含む。第

十条第七項において同じ。）、理事会又は清算人会の議事録（中小企業等協同組合法第三十六条の六第四項（同法第六十九条において準

用する場合を含む。）、信用金庫法第三十七条第三項（同法第六十三条において準用する場合を含む。）又は労働金庫法第三十九条第三

項（同法第六十七条において準用する場合を含む。）の規定により理事会又は清算人会の決議があったものとみなされる場合にあって

は、当該場合に該当することを証する書面）

二　商業登記法（昭和三十八年法律第百二十五号）第四十六条（合併転換法施行令第三十二条第三項又は第三十五条第二項において準用

する場合を含む。）の規定により申請書に添付すべきものとされている書面

（担保権に係る登記の抹消の嘱託の添付情報等）

第六条　法第六十四条において準用する会社更生法第百八条第四項の規定による消滅した担保権に係る登記の抹消の嘱託をする場合には、

法第六十四条において準用する会社更生法第百四条第一項の決定があったことを証する情報をその嘱託情報と併せて登記所に提供しなけ

ればならない。

２　前項に規定する消滅した担保権に係る登録の抹消の嘱託書には、法第六十四条において準用する会社更生法第百四条第四項の裁判書の

謄本を添付しなければならない。

（代表理事の就任による変更の登記の嘱託書等の添付書面）

第七条　更生計画の定めにより代表理事が就任した場合において、当該更生計画が当該代表理事の氏名を定めたものであるときは、その就

任による変更の登記の嘱託書又は申請書には、中小企業等協同組合法第九十九条第一項、信用金庫法第八十条第一項又は労働金庫法第八

十四条第一項の書面のうち、当該代表理事が就任を承諾したことを証するものを添付することを要しない。

２　更生計画の定めにより代表理事が就任した場合において、当該更生計画が代表理事について法第九十四条第一項第一号に規定する選定

の方法を定めたものであるときは、前項の嘱託書又は申請書には、その選定に関する書面をも添付しなければならない。
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（代表清算人の就任による変更の登記の嘱託書等の添付書面）

第八条　更生計画の定めにより代表清算人が就任した場合において、当該更生計画が当該代表清算人の氏名を定めたものであるときは、そ

の就任による変更の登記の嘱託書又は申請書には、中小企業等協同組合法第九十九条第一項、信用金庫法第八十条第一項又は労働金庫法

第八十四条第一項の書面のうち、当該代表清算人が就任を承諾したことを証するものを添付することを要しない。

２　更生計画の定めにより代表清算人が就任した場合において、当該更生計画が代表清算人について法第九十四条第二項第一号に規定する

選定の方法を定めたものであるときは、前項の嘱託書又は申請書には、その選定に関する書面をも添付しなければならない。

（出資一口の金額の減少による変更の登記の嘱託書等の添付書面）

第九条　更生計画の定めにより出資一口の金額の減少をしたときは、当該出資一口の金額の減少による変更の登記の嘱託書又は申請書に

は、中小企業等協同組合法第九十九条第二項、信用金庫法第八十条第二項又は労働金庫法第八十四条第二項に規定する書面を添付するこ

とを要しない。

（合併による登記の嘱託書等の添付書面）

第十条　更生計画の定めにより吸収合併（更生協同組織金融機関が消滅する吸収合併（中小企業等協同組合法第六十三条の二、信用金庫法

第六十条、労働金庫法第六十二条の三又は金融機関の合併及び転換に関する法律（昭和四十三年法律第八十六号。以下「合併転換法」と

いう。）第二条第四項に規定する吸収合併をいう。以下この条において同じ。）であって、吸収合併後存続する金融機関（以下この条にお

いて「吸収合併存続金融機関」という。）が協同組織金融機関であるものに限る。）をしたときは、当該吸収合併による変更の登記の申請

書には、次の各号に掲げる吸収合併の区分に応じ、当該各号に定める書面（更生協同組織金融機関に関するものに限る。）を添付するこ

とを要しない。

一　当該吸収合併が中小企業等協同組合法第六十三条の二に規定する吸収合併である場合　同法第六十三条の四第五項において準用する

同法第五十六条の二第二項の規定による公告及び催告（同法第六十三条の四第五項において準用する同法第五十六条の二第三項の規定

により公告を官報のほか同法第三十三条第四項の規定による定款の定めに従い同項第二号又は第三号に掲げる公告方法によってした場

合にあっては、これらの方法による公告）をしたこと並びに異議を述べた債権者があるときは、当該債権者に対し弁済し、若しくは相

当の担保を提供し、若しくは当該債権者に弁済を受けさせることを目的として相当の財産を信託したこと又は当該吸収合併をしても当

該債権者を害するおそれがないことを証する書面

二　当該吸収合併が信用金庫法第六十条に規定する吸収合併である場合　同法第八十三条第五号及び第六号に掲げる書面

三　当該吸収合併が労働金庫法第六十二条の三に規定する吸収合併である場合　同法第八十七条第五号及び第六号に掲げる書面

四　当該吸収合併が合併転換法第二条第四項に規定する吸収合併である場合　合併転換法施行令第三十二条第一項第八号及び第九号に掲

げる書面

２　更生計画の定めにより吸収合併（更生協同組織金融機関が消滅する吸収合併であって、吸収合併存続金融機関が銀行であるものに限

る。）をしたときは、当該吸収合併による変更の登記の申請書には、合併転換法施行令第三十二条第一項第五号に掲げる書面並びに更生

協同組織金融機関に関する同項第八号及び第九号に掲げる書面を添付することを要しない。

３　更生計画の定めにより吸収合併（更生協同組織金融機関が吸収合併存続金融機関となるものに限る。）をしたときは、当該吸収合併に

よる変更の登記の嘱託書又は申請書には、次の書面を添付することを要しない。

一　中小企業等協同組合法第六十三条の五第三項ただし書、信用金庫法第六十一条の三第三項ただし書、労働金庫法第六十二条の六第三

項ただし書又は合併転換法第四十二条第一項に規定する場合には、当該場合に該当することを証する書面（中小企業等協同組合法第六

十三条の五第四項、信用金庫法第六十一条の三第五項、労働金庫法第六十二条の六第五項又は合併転換法第四十二条第二項の規定によ

り当該吸収合併に反対する旨を通知した組合員等がある場合にあっては、これらの規定により吸収合併契約の承認を受けなければなら

ない場合に該当しないことを証する書面を含む。）

二　次の各号に掲げる吸収合併の区分に応じ、当該各号に定める書面

イ　当該吸収合併が中小企業等協同組合法第六十三条の二に規定する吸収合併である場合　同法第六十三条の五第七項において準用す

る同法第五十六条の二第二項の規定による公告及び催告（同法第六十三条の五第七項において準用する同法第五十六条の二第三項の

規定により公告を官報のほか同法第三十三条第四項の規定による定款の定めに従い同項第二号又は第三号に掲げる公告方法によって

した場合にあっては、これらの方法による公告）をしたこと並びに異議を述べた債権者があるときは、当該債権者に対し弁済し、若

しくは相当の担保を提供し、若しくは当該債権者に弁済を受けさせることを目的として相当の財産を信託したこと又は当該吸収合併

をしても当該債権者を害するおそれがないことを証する書面

ロ　当該吸収合併が信用金庫法第六十条に規定する吸収合併である場合　同法第八十三条第三号に掲げる書面

ハ　当該吸収合併が労働金庫法第六十二条の三に規定する吸収合併である場合　同法第八十七条第三号に掲げる書面

ニ　当該吸収合併が合併転換法第二条第四項に規定する吸収合併である場合　合併転換法施行令第三十二条第一項第四号に掲げる書面

４　更生計画の定めにより第一項又は第三項の吸収合併をしたときは、当該吸収合併による変更の登記の嘱託書又は申請書には、吸収合併

契約書並びに吸収合併存続金融機関の出資の総口数及び総額（信用協同組合にあっては、払込済出資総額）の変更を証する書面をも添付

しなければならない。

５　更生計画の定めにより新設合併（更生協同組織金融機関が消滅する新設合併（中小企業等協同組合法第六十三条の三、信用金庫法第六

十一条、労働金庫法第六十二条の四又は合併転換法第二条第五項に規定する新設合併をいう。以下この条において同じ。）であって、新

設合併により設立する金融機関（次項及び第七項において「新設合併設立金融機関」という。）が協同組織金融機関であるものに限る。）

をしたときは、当該新設合併による設立の登記の嘱託書又は申請書には、次の各号に掲げる新設合併の区分に応じ、当該各号に定める書

面（更生協同組織金融機関に関するものに限る。）を添付することを要しない。

一　当該新設合併が中小企業等協同組合法第六十三条の三に規定する新設合併である場合　同法第六十三条の六第五項において準用する

同法第五十六条の二第二項の規定による公告及び催告（同法第六十三条の六第五項において準用する同法第五十六条の二第三項の規定

により公告を官報のほか同法第三十三条第四項の規定による定款の定めに従い同項第二号又は第三号に掲げる公告方法によってした場

合にあっては、これらの方法による公告）をしたこと並びに異議を述べた債権者があるときは、当該債権者に対し弁済し、若しくは相

当の担保を提供し、若しくは当該債権者に弁済を受けさせることを目的として相当の財産を信託したこと又は当該新設合併をしても当

該債権者を害するおそれがないことを証する書面

二　当該新設合併が信用金庫法第六十一条に規定する新設合併である場合　同法第八十四条第五号及び第六号に掲げる書面

三　当該新設合併が労働金庫法第六十二条の四に規定する新設合併である場合　同法第八十八条第五号及び第六号に掲げる書面

四　当該新設合併が合併転換法第二条第五項に規定する新設合併である場合　合併転換法施行令第三十二条第二項第七号及び第八号に掲

げる書面

2



６　更生計画の定めにより新設合併（更生協同組織金融機関が消滅する新設合併であって、新設合併設立金融機関が銀行であるものに限

る。）をしたときは、当該新設合併による設立の登記の嘱託書又は申請書には、合併転換法施行令第三十二条第二項第四号ハに掲げる書

面並びに更生協同組織金融機関に関する同項第七号及び第八号に掲げる書面を添付することを要しない。

７　更生計画の定めにより第五項の新設合併をしたときは、当該新設合併による設立の登記の嘱託書又は申請書には、新設合併契約書並び

に新設合併設立金融機関の出資の総口数及び総額（信用協同組合にあっては、払込済出資総額）を証する書面並びに新設合併消滅金融機

関（法第九十九条第二項第四号に規定する新設合併消滅金融機関をいう。）の総会の議事録（更生協同組織金融機関に関するものを除く

。）をも添付しなければならない。

（転換による登記の嘱託書等の添付書面）

第十一条　更生計画の定めにより転換（法第三十二条第一項第六号に規定する転換のうち、更生協同組織金融機関が他の種類の協同組織金

融機関となるものに限る。次項において同じ。）をしたときは、転換後協同組織金融機関（同条第一項に規定する転換後協同組織金融機

関をいう。）についてする登記の嘱託書又は申請書には、合併転換法施行令第三十五条第一項第五号に掲げる書面を添付することを要し

ない。この場合において、当該更生計画が代表理事の氏名を定めたものであるときは、合併転換法施行令第三十五条第一項第九号の代表

権を有する者の資格を証する書面のうち、当該代表理事が就任を承諾したことを証するものも、同様とする。

２　更生計画の定めにより転換をした場合において、当該更生計画が代表理事について法第百一条第一項第二号イに規定する選定の方法を

定めたものであるときは、前項の嘱託書又は申請書には、その選定に関する書面をも添付しなければならない。

３　更生計画の定めにより転換（法第三十二条第一項第六号に規定する転換のうち、更生協同組織金融機関が普通銀行（法第二条第一項第

一号に規定する普通銀行をいう。以下同じ。）となるものに限る。次項において同じ。）をしたときは、転換後銀行（法第三十二条第一項

に規定する転換後銀行をいう。以下この章において同じ。）についてする登記の嘱託書又は申請書には、合併転換法施行令第三十五条第

一項第五号に掲げる書面を添付することを要しない。この場合において、当該更生計画が取締役、会計参与、監査役、代表取締役、各委

員会（会社法（平成十七年法律第八十六号）第四百条第一項に規定する各委員会をいう。）の委員、執行役、代表執行役又は会計監査人

（次項において「取締役等」という。）の氏名又は名称を定めたものであるときは、合併転換法施行令第三十五条第一項第八号イ又はロ

（１）に掲げる書面も、同様とする。

４　更生計画の定めにより転換をした場合において、当該更生計画が取締役等について法第百二条第一項第二号若しくは第三号に規定する

選任の方法又は同号ロ、ハ若しくはニに規定する選定の方法を定めたものであるときは、前項の嘱託書又は申請書には、その選任又は選

定に関する書面をも添付しなければならない。

（転換後銀行の募集株式の発行による変更の登記の嘱託書等の添付書面）

第十二条　会社更生法施行令（平成十五年政令第百二十一号）第七条の規定は、更生計画の定めにより転換後銀行が募集株式（会社法第百

九十九条第一項に規定する募集株式をいう。）の発行をした場合について準用する。この場合において、同令第七条中「法第百七十五条

第二号」とあるのは、「金融機関等の更生手続の特例等に関する法律第百二条第二項において準用する法第百七十五条第二号」と読み替

えるものとする。

（転換後銀行の新株予約権の発行による変更の登記の嘱託書等の添付書面）

第十三条　会社更生法施行令第八条（第二号を除く。）の規定は、更生計画の定めにより転換後銀行が新株予約権（新株予約権付社債に付

されたものを含む。）の発行をした場合について準用する。この場合において、同条第一号中「法第百七十六条第二号」とあるのは、「金

融機関等の更生手続の特例等に関する法律第百二条第二項において準用する法第百七十六条第二号」と読み替えるものとする。

（新協同組織金融機関の設立による設立の登記の嘱託書等の添付書面）

第十四条　更生計画の定めにより法第百三条第一項の協同組織金融機関の設立をした場合において、次の各号に掲げる場合に該当するとき

は、当該設立の登記の嘱託書又は申請書には、当該各号に定める書面を添付することを要しない。

一　当該更生計画に法第百三条第一項第三号に掲げる事項の定め（出資額の全部の払込みをしたものとみなすこととする旨の定めに限

る。）又は同項第九号に掲げる事項の定めがある場合　中小企業等協同組合法第九十八条第一号、信用金庫法第七十九条第二項又は労

働金庫法第八十三条第二項の出資の総口数及び出資の払込みのあったことを証する書面

二　当該更生計画が代表理事の氏名を定めたものである場合　中小企業等協同組合法第九十八条第一号、信用金庫法第七十九条第二項又

は労働金庫法第八十三条第二項の代表権を有する者の資格を証する書面のうち、当該代表理事が就任を承諾したことを証するもの

２　更生計画の定めにより法第百三条第一項の協同組織金融機関の設立をした場合において、当該更生計画が代表理事について同項第七号

に規定する選定の方法を定めたものであるときは、前項の嘱託書又は申請書には、その選定に関する書面をも添付しなければならない。

（新株式会社の設立による設立の登記の嘱託書等の添付書面）

第十五条　会社更生法施行令第十四条の規定は、更生計画の定めにより法第百四条において準用する会社更生法第百八十三条の株式会社の

設立をした場合について準用する。この場合において、同令第十四条第一項第一号中「法第百八十三条第四号」とあるのは「金融機関等

の更生手続の特例等に関する法律第百四条において準用する法第百八十三条第四号」と、「同条第十三号」とあるのは「金融機関等の更

生手続の特例等に関する法律第百四条において準用する法第百八十三条第十三号」と、同項第二号中「法第百八十三条第十号」とあるの

は「金融機関等の更生手続の特例等に関する法律第百四条において準用する法第百八十三条第十号」と、同条第二項中「同条第八号」と

あるのは「金融機関等の更生手続の特例等に関する法律第百四条において準用する法第百八十三条第八号」と、「同号」とあるのは「金

融機関等の更生手続の特例等に関する法律第百四条において準用する法第百八十三条第九号」と読み替えるものとする。

（更生手続開始の登記等の嘱託書の添付書面）

第十六条　次の表の上欄に掲げる登記の嘱託書には、それぞれ同表の下欄に掲げる書面を添付しなければならない。

項上欄 下欄

一法第百五十九条第一項の更生手続開始の登記

の嘱託書

イ　更生手続の開始の決定の裁判書の謄本

ロ　管財人がそれぞれ単独にその職務を行い、又は職務を分掌することについて法第四十四

条において準用する会社更生法第六十九条第一項ただし書の許可があったときは、当該許可

の決定の裁判書の謄本

二法第百五十九条第三項において準用する同条

第一項の規定による登記（特定の管財人につ

いて、その氏名若しくは名称又は住所の変更

があった場合の登記を除く。）の嘱託書

法第百五十九条第二項に規定する事項を変更する旨の決定の裁判書の謄本

三法第百五十九条第四項の保全管理命令又は監

督命令の登記の嘱託書

イ　保全管理命令又は監督命令の裁判書の謄本
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ロ　保全管理人がそれぞれ単独にその職務を行い、又は職務を分掌することについて法第二

十四条第一項において準用する会社更生法第六十九条第一項ただし書の許可があったとき

は、当該許可の決定の裁判書の謄本

四法第百五十九条第六項において準用する同条

第四項の規定による登記（特定の保全管理人

又は監督委員について、その氏名若しくは名

称又は住所の変更があった場合の登記を除

く。）の嘱託書

イ　保全管理命令又は監督命令を変更し、又は取り消す旨の決定があったときは、当該決定

の裁判書の謄本

ロ　保全管理人がそれぞれ単独にその職務を行い、又は職務を分掌することについて法第二

十四条第一項において準用する会社更生法第六十九条第一項ただし書の許可があったとき

は、当該許可の決定の裁判書の謄本

ハ　ロの許可を変更し、又は取り消す旨の決定があったときは、当該決定の裁判書の謄本

五法第百五十九条第七項において準用する同条

第一項の規定による登記の嘱託書

イ　更生計画の認可の決定があったときは、認可決定謄本

ロ　法第百五十条において準用する会社更生法第二百三十四条第二号から第五号までに掲げ

る事由が生じたときは、当該各号に規定する決定（同条第二号にあっては、更生手続の開始

の決定を取り消す決定）の裁判書の謄本

（更生協同組織金融機関の機関の権限の回復に関する登記の嘱託書の添付書面）

第十七条　法第百六十条第一項の登記の嘱託書には、法第四十五条において準用する会社更生法第七十二条第五項の決定、法第百四十九条

第一項において準用する会社更生法第二百三十三条第一項の規定による更生計画の変更の決定若しくは同条第二項の規定による変更計画

の認可の決定の裁判書の謄本又は認可決定謄本を添付しなければならない。

２　法第百六十条第二項において準用する同条第一項の登記の嘱託書には、法第四十五条において準用する会社更生法第七十二条第六項の

規定による取消しの決定、法第百四十九条第一項において準用する会社更生法第二百三十三条第一項の規定による更生計画の変更の決定

又は同条第二項の規定による変更計画の認可の決定の裁判書の謄本を添付しなければならない。

（保全処分の登記等の嘱託の添付情報）

第十八条　法第百六十一条第一項の保全処分の登記の嘱託をする場合には、同項各号に規定する保全処分があったことを証する情報をその

嘱託情報と併せて登記所に提供しなければならない。

２　法第百六十一条第二項において準用する同条第一項の規定による登記の嘱託をする場合には、同項に規定する保全処分を変更し、若し

くは取り消す旨の決定があったことを証する情報又は当該保全処分が効力を失ったことを証する情報をその嘱託情報と併せて登記所に提

供しなければならない。

３　法第百六十一条第三項の登記の回復の嘱託をする場合には、更生手続の開始の決定を取り消す決定があったことを証する情報をその嘱

託情報と併せて登記所に提供しなければならない。

（更生計画の遂行による権利の得喪等に関する登記の嘱託の添付情報）

第十九条　法第百六十二条第五項において準用する法第百六十一条第一項の規定による登記の嘱託をする場合には、更生計画の認可の決定

があったことを証する情報をその嘱託情報と併せて登記所に提供しなければならない。

（否認の登記の抹消の嘱託の添付情報）

第二十条　法第百六十三条において準用する会社更生法第二百六十二条第四項の否認の登記の抹消の嘱託をする場合には、更生計画の認可

の決定があったことを証する情報をその嘱託情報と併せて登記所に提供しなければならない。

２　法第百六十三条において準用する会社更生法第二百六十二条第六項の否認の登記の抹消の嘱託をする場合には、更生手続の開始の決定

を取り消す決定、更生計画の不認可の決定又は更生手続の廃止の決定があったことを証する情報をその嘱託情報と併せて登記所に提供し

なければならない。

（登録のある権利への準用）

第二十一条　前三条の規定は、登録のある権利について準用する。

第三章　相互会社の更生手続

（更生計画の遂行による相互会社の登記の嘱託書等の添付書面の通則）

第二十二条　更生計画（法第百六十九条第二項に規定する更生計画をいう。以下この章において同じ。）の遂行により登記すべき事項が生

じた場合における相互会社の登記の嘱託書又は申請書に添付すべき書面に関しては、次条から第三十七条までに定めるもののほか、嘱託

書に添付すべき書面については保険業法（平成七年法律第百五号）第二編第二章第二節及び第三節、第七章第三節、第八章第一節、第二

節及び第四節、第九章第四節及び第五節並びに第十二章第五節の規定中申請書の添付書面に関する規定を準用し、申請書に添付すべき書

面についてはこれらの規定の定めるところによる。

（認可決定謄本等）

第二十三条　更生計画の遂行により登記すべき事項が生じた場合には、相互会社の登記の嘱託書又は申請書には、認可決定謄本を添付しな

ければならない。

２　前項の場合には、更生会社（法第百六十九条第七項に規定する更生会社をいう。以下この章において同じ。）又は法第二百七十二条に

規定する条項により設立される相互会社若しくは法第二百七十三条において準用する会社更生法第百八十三条に規定する条項により設立

される株式会社の登記の嘱託書又は申請書には、商業登記法第四十六条（保険業法第六十七条又は第九十六条の十四第六項において準用

する場合を含む。）の規定により申請書に添付すべきものとされている書面を添付することを要しない。

（担保権に係る登記の抹消の嘱託の添付情報等）

第二十四条　法第二百三十条において準用する会社更生法第百八条第四項の規定による消滅した担保権に係る登記の抹消の嘱託をする場合

には、法第二百三十条において準用する会社更生法第百四条第一項の決定があったことを証する情報をその嘱託情報と併せて登記所に提

供しなければならない。

２　前項に規定する消滅した担保権に係る登録の抹消の嘱託書には、法第二百三十条において準用する会社更生法第百四条第四項の裁判書

の謄本を添付しなければならない。

（取締役等の就任による変更の登記の嘱託書等の添付書面）

第二十五条　更生計画の定めにより取締役、会計参与、監査役、代表取締役、各委員会（保険業法第四条第一項第三号に規定する指名委員

会等をいう。）の委員、執行役、代表執行役又は会計監査人（以下この章及び次章第二節において「取締役等」という。）が就任した場合

において、当該更生計画が当該取締役等の氏名又は名称を定めたものであるときは、その就任による変更の登記の嘱託書又は申請書に

は、同法第六十七条において準用する商業登記法第五十四条第一項に規定する書面又は保険業法第六十七条において準用する商業登記法

第五十四条第二項第一号に掲げる書面を添付することを要しない。
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２　更生計画の定めにより取締役等が就任した場合において、当該更生計画が取締役等について法第二百六十一条第一項各号若しくは第二

項第三号に規定する選任の方法又は同条第一項第一号、第二号、第三号若しくは第七号に規定する選定の方法を定めたものであるとき

は、前項の嘱託書又は申請書には、その選任又は選定に関する書面をも添付しなければならない。

（清算人の登記の嘱託書等の添付書面）

第二十六条　更生計画の定めにより清算人（代表清算人を含む。以下この条において同じ。）が就任した場合において、当該更生計画が清

算人について法第二百六十一条第二項第一号若しくは第二号に規定する選任の方法又は同号に規定する選定の方法を定めたものであると

きは、清算人の登記の嘱託書又は申請書には、就任を承諾したことを証する書面及びその選任又は選定に関する書面をも添付しなければ

ならない。

（基金償却積立金の取崩しによる変更の登記の嘱託書等の添付書面）

第二十七条　更生計画の定めにより基金償却積立金の取崩しをしたときは、当該基金償却積立金の取崩しによる変更の登記の嘱託書又は申

請書には、保険業法第五十七条第三項各号に掲げる書面を添付することを要しない。

（保険契約の移転による解散の登記の嘱託書等の添付書面）

第二十八条　更生計画の定めにより更生会社の保険契約の全部を他の相互会社又は株式会社に移転したときは、当該保険契約の移転による

解散の登記の嘱託書又は申請書には、保険業法第百五十五条第二号から第四号までに掲げる書面を添付することを要しない。

２　更生計画の定めにより更生会社が他の相互会社の保険契約の全部に係る保険契約の移転を受けたときは、当該保険契約の移転による解

散の登記の申請書には、保険業法第百五十五条第一号に掲げる書面を添付することを要しない。

（基金の募集による変更の登記の嘱託書等の添付書面）

第二十九条　更生計画の定めにより基金の募集をした場合において、当該更生計画に法第二百六十三条第二号に掲げる事項の定め（基金の

拠出の額の全部の払込みをしたものとみなすこととする旨の定めに限る。）があるときは、当該基金の募集による変更の登記の嘱託書又

は申請書には、保険業法第六十条の二第三項第二号に掲げる書面を添付することを要しない。

（組織変更による登記の嘱託書等の添付書面）

第三十条　更生計画の定めにより組織変更（保険業法第八十六条第一項に規定する組織変更をいう。次項において同じ。）をしたときは、

組織変更後株式会社（法第百九十七条第一項に規定する組織変更後株式会社をいう。以下この章において同じ。）についてする登記の嘱

託書又は申請書には、保険業法第九十六条の十四第三項第三号、第七号から第九号まで、第十号ハ及びニ並びに第十一号ロに掲げる書面

を添付することを要しない。この場合において、次の各号に掲げる場合に該当するときは、当該各号に定める書面も、同様とする。

一　当該更生計画に法第二百六十六条第一項第六号に掲げる事項の定め（組織変更時発行株式（保険業法第九十二条第一号に規定する組

織変更時発行株式をいう。以下この章において同じ。）の払込金額の全部の払込みをしたものとみなすこととする旨の定めに限る。）が

ある場合　保険業法第九十六条の十四第三項第十号ロに掲げる書面

二　当該更生計画が取締役等の氏名又は名称を定めたものである場合　保険業法第九十六条の十四第三項第四号又は第五号イに掲げる

書面

２　更生計画の定めにより組織変更をした場合において、当該更生計画が取締役等について法第二百六十六条第一項第二号若しくは第三号

に規定する選任の方法又は同号ロ、ニ若しくはホに規定する選定の方法を定めたものであるときは、前項の嘱託書又は申請書には、その

選任又は選定に関する書面をも添付しなければならない。

（組織変更後株式会社の募集株式の発行による変更の登記の嘱託書等の添付書面）

第三十一条　会社更生法施行令第七条の規定は、更生計画の定めにより組織変更後株式会社が募集株式（会社法第百九十九条第一項に規定

する募集株式をいう。）の発行をした場合について準用する。この場合において、同令第七条中「法第百七十五条第二号」とあるのは、

「金融機関等の更生手続の特例等に関する法律第二百六十六条第二項において準用する法第百七十五条第二号」と読み替えるものとする。

（組織変更後株式会社の新株予約権の発行による変更の登記の嘱託書等の添付書面）

第三十二条　会社更生法施行令第八条（第二号を除く。）の規定は、更生計画の定めにより組織変更後株式会社が新株予約権（新株予約権

付社債に付されたものを含む。）の発行をした場合について準用する。この場合において、同条第一号中「法第百七十六条第二号」とあ

るのは、「金融機関等の更生手続の特例等に関する法律第二百六十六条第二項において準用する法第百七十六条第二号」と読み替えるも

のとする。

（組織変更株式交換による変更の登記の申請書の添付書面）

第三十三条　更生計画の定めにより組織変更株式交換（保険業法第九十六条の五第一項に規定する組織変更株式交換をいう。次項において

同じ。）をしたときは、組織変更株式交換完全親会社（同条第二項に規定する組織変更株式交換完全親会社をいう。）がする当該組織変更

株式交換による変更の登記の申請書には、同法第九十六条の十四第二項において準用する商業登記法第八十九条第四号に掲げる書面並び

に更生会社に関する保険業法第九十六条の十四第三項第三号、第七号から第九号まで並びに第十号ハ及びニに掲げる書面を添付すること

を要しない。この場合において、次の各号に掲げる場合に該当するときは、当該各号に定める書面（更生会社に関するものに限る。）も、

同様とする。

一　当該更生計画に法第二百六十六条第一項第六号に掲げる事項の定め（組織変更時発行株式の払込金額の全部の払込みをしたものとみ

なすこととする旨の定めに限る。）がある場合　保険業法第九十六条の十四第三項第十号ロに掲げる書面

二　当該更生計画が取締役等の氏名又は名称を定めたものである場合　保険業法第九十六条の十四第三項第四号又は第五号イに掲げる

書面

２　第三十条第二項の規定は、更生計画の定めにより組織変更株式交換をした場合について準用する。この場合において、同項中「前項の

嘱託書又は申請書」とあるのは、「第三十三条第一項の申請書」と読み替えるものとする。

（組織変更株式移転による設立の登記の嘱託書等の添付書面）

第三十四条　更生計画の定めにより組織変更株式移転（保険業法第九十六条の八第一項に規定する組織変更株式移転をいう。次項において

同じ。）をしたときは、当該組織変更株式移転による設立の登記の嘱託書又は申請書には、同法第九十六条の十四第二項において準用す

る商業登記法第九十条第四号に掲げる書面並びに更生会社に関する同項において準用する同条第六号及び第七号に掲げる書面並びに保険

業法第九十六条の十四第三項第三号、第七号から第九号まで並びに第十号ハ及びニに掲げる書面を添付することを要しない。この場合に

おいて、次の各号に掲げる場合に該当するときは、当該各号に定める書面（更生会社に関するものに限る。）も、同様とする。

一　当該更生計画に法第二百六十六条第一項第六号に掲げる事項の定め（組織変更時発行株式の払込金額の全部の払込みをしたものとみ

なすこととする旨の定めに限る。）がある場合　保険業法第九十六条の十四第三項第十号ロに掲げる書面

二　当該更生計画が取締役等の氏名又は名称を定めたものである場合　保険業法第九十六条の十四第三項第四号又は第五号イに掲げる

書面

２　第三十条第二項の規定は、更生計画の定めにより組織変更株式移転をした場合について準用する。この場合において、同項中「前項」

とあるのは、「第三十四条第一項」と読み替えるものとする。
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（合併による登記の嘱託書等の添付書面）

第三十五条　更生計画の定めにより吸収合併（更生会社が消滅する吸収合併（保険業法第百六十条に規定する吸収合併をいう。以下この条

において同じ。）であって、吸収合併後存続する会社（次項及び第三項において「吸収合併存続会社」という。）が相互会社であるものに

限る。）をしたときは、当該吸収合併による変更の登記の申請書には、更生会社に関する同法第百七十条第三項において準用する商業登

記法第八十条第七号及び第八号に掲げる書面並びに保険業法第百七十条第一項第一号及び第三号に掲げる書面を添付することを要しな

い。

２　更生計画の定めにより吸収合併（更生会社が消滅する吸収合併であって、吸収合併存続会社が株式会社であるものに限る。）をしたと

きは、当該吸収合併による変更の登記の申請書には、保険業法第百七十条第三項において準用する商業登記法第八十条第四号に掲げる書

面並びに更生会社に関する同項において準用する同条第七号及び第八号に掲げる書面並びに保険業法第百七十条第一項第一号及び第三号

に掲げる書面を添付することを要しない。

３　更生計画の定めにより吸収合併（更生会社が吸収合併存続会社となるものに限る。）をしたときは、当該吸収合併による変更の登記の

嘱託書又は申請書には、保険業法第百七十条第三項において準用する商業登記法第八十条第三号に掲げる書面並びに更生会社に関する保

険業法第百七十条第一項第一号及び第三号に掲げる書面を添付することを要しない。

４　更生計画の定めにより新設合併（更生会社が消滅する新設合併（保険業法第百六十一条第一項に規定する新設合併をいう。以下この項

及び次項において同じ。）であって、新設合併により設立する会社（次項において「新設合併設立会社」という。）が相互会社であるもの

に限る。）をしたときは、当該新設合併による設立の登記の嘱託書又は申請書には、更生会社に関する同法第百七十条第三項において準

用する商業登記法第八十一条第七号及び第八号に掲げる書面並びに保険業法第百七十条第一項第一号及び第三号に掲げる書面を添付する

ことを要しない。

５　更生計画の定めにより新設合併（更生会社が消滅する新設合併であって、新設合併設立会社が株式会社であるものに限る。）をしたと

きは、当該新設合併による設立の登記の嘱託書又は申請書には、保険業法第百七十条第三項において準用する商業登記法第八十一条第四

号に掲げる書面並びに更生会社に関する同項において準用する同条第七号及び第八号に掲げる書面並びに保険業法第百七十条第一項第一

号及び第三号に掲げる書面を添付することを要しない。

（新相互会社の設立による設立の登記の嘱託書等の添付書面）

第三十六条　更生計画の定めにより法第二百七十二条の相互会社の設立をしたときは、当該設立の登記の嘱託書又は申請書には、保険業法

第六十五条第三号から第六号まで及び第八号から第十号までに掲げる書面並びに同法第六十七条において準用する商業登記法第四十七条

第三項に規定する書面（更生計画に定めがある事項に関するものに限る。）を添付することを要しない。この場合において、次の各号に

掲げる場合に該当するときは、当該各号に定める書面も、同様とする。

一　当該更生計画に法第二百七十二条第三号に掲げる事項の定め（拠出すべき基金の額の全部の払込みをしたものとみなすこととする旨

の定めに限る。）がある場合　保険業法第六十五条第七号に掲げる書面

二　当該更生計画に法第二百七十二条第十一号に掲げる事項の定め（設立時の基金の拠出の割当てをする旨の定めに限る。）がある場合

　保険業法第六十五条第二号及び第七号に掲げる書面

三　当該更生計画が設立時取締役等（法第二百七十二条第九号に規定する設立時取締役等をいう。次項において同じ。）の氏名又は名称

を定めたものである場合　保険業法第六十五条第十一号又は第十二号イに掲げる書面

２　更生計画の定めにより法第二百七十二条の相互会社の設立をした場合において、当該更生計画が設立時取締役等について同条第七号若

しくは第八号に規定する選任の方法又は同号ロ、ニ若しくはホに規定する選定の方法を定めたものであるときは、前項の嘱託書又は申請

書には、その選任又は選定に関する書面をも添付しなければならない。

（新株式会社の設立による設立の登記の嘱託書等の添付書面）

第三十七条　会社更生法施行令第十四条の規定は、更生計画の定めにより法第二百七十三条において準用する会社更生法第百八十三条の株

式会社の設立をした場合について準用する。この場合において、同令第十四条第一項第一号中「法第百八十三条第四号」とあるのは「金

融機関等の更生手続の特例等に関する法律第二百七十三条において準用する法第百八十三条第四号」と、「同条第十三号」とあるのは「金

融機関等の更生手続の特例等に関する法律第二百七十三条において準用する法第百八十三条第十三号」と、同項第二号中「法第百八十三

条第十号」とあるのは「金融機関等の更生手続の特例等に関する法律第二百七十三条において準用する法第百八十三条第十号」と、同条

第二項中「同条第八号」とあるのは「金融機関等の更生手続の特例等に関する法律第二百七十三条において準用する法第百八十三条第八

号」と、「同号」とあるのは「金融機関等の更生手続の特例等に関する法律第二百七十三条において準用する法第百八十三条第九号」と

読み替えるものとする。

（更生手続開始の登記等の嘱託書の添付書面）

第三十八条　次の表の上欄に掲げる登記の嘱託書には、それぞれ同表の下欄に掲げる書面を添付しなければならない。

項上欄 下欄

一法第三百三十二条第一項の更生手続開始の登

記の嘱託書

イ　更生手続の開始の決定の裁判書の謄本

ロ　管財人がそれぞれ単独にその職務を行い、又は職務を分掌することについて法第二百

十条において準用する会社更生法第六十九条第一項ただし書の許可があったときは、当該

許可の決定の裁判書の謄本

二法第三百三十二条第三項において準用する同

条第一項の規定による登記（特定の管財人に

ついて、その氏名若しくは名称又は住所の変

更があった場合の登記を除く。）の嘱託書

法第三百三十二条第二項に規定する事項を変更する旨の決定の裁判書の謄本

三法第三百三十二条第四項の保全管理命令又は

監督命令の登記の嘱託書

イ　保全管理命令又は監督命令の裁判書の謄本

ロ　保全管理人がそれぞれ単独にその職務を行い、又は職務を分掌することについて法第

百八十九条第一項において準用する会社更生法第六十九条第一項ただし書の許可があった

ときは、当該許可の決定の裁判書の謄本

四法第三百三十二条第六項において準用する同

条第四項の規定による登記（特定の保全管理

人又は監督委員について、その氏名若しくは

名称又は住所の変更があった場合の登記を除

く。）の嘱託書

イ　保全管理命令又は監督命令を変更し、又は取り消す旨の決定があったときは、当該決

定の裁判書の謄本

ロ　保全管理人がそれぞれ単独にその職務を行い、又は職務を分掌することについて法第

百八十九条第一項において準用する会社更生法第六十九条第一項ただし書の許可があった

ときは、当該許可の決定の裁判書の謄本
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ハ　ロの許可を変更し、又は取り消す旨の決定があったときは、当該決定の裁判書の謄本

五法第三百三十二条第七項において準用する同

条第一項の規定による登記の嘱託書

イ　更生計画の認可の決定があったときは、認可決定謄本

ロ　法第三百二十三条において準用する会社更生法第二百三十四条第二号から第五号まで

に掲げる事由が生じたときは、当該各号に規定する決定（同条第二号にあっては、更生手

続の開始の決定を取り消す決定）の裁判書の謄本

（更生会社の機関の権限の回復に関する登記の嘱託書の添付書面）

第三十九条　法第三百三十三条第一項の登記の嘱託書には、法第二百十一条において準用する会社更生法第七十二条第五項の決定、法第三

百二十二条第一項において準用する会社更生法第二百三十三条第一項の規定による更生計画の変更の決定若しくは同条第二項の規定によ

る変更計画の認可の決定の裁判書の謄本又は認可決定謄本を添付しなければならない。

２　法第三百三十三条第二項において準用する同条第一項の登記の嘱託書には、法第二百十一条において準用する会社更生法第七十二条第

六項の規定による取消しの決定、法第三百二十二条第一項において準用する会社更生法第二百三十三条第一項の規定による更生計画の変

更の決定又は同条第二項の規定による変更計画の認可の決定の裁判書の謄本を添付しなければならない。

（保全処分の登記等の嘱託の添付情報）

第四十条　法第三百三十四条第一項の保全処分の登記の嘱託をする場合には、同項各号に規定する保全処分があったことを証する情報をそ

の嘱託情報と併せて登記所に提供しなければならない。

２　法第三百三十四条第二項において準用する同条第一項の規定による登記の嘱託をする場合には、同項に規定する保全処分を変更し、若

しくは取り消す旨の決定があったことを証する情報又は当該保全処分が効力を失ったことを証する情報をその嘱託情報と併せて登記所に

提供しなければならない。

３　法第三百三十四条第三項の登記の抹消の嘱託をする場合には、更生手続の開始の決定があったことを証する情報をその嘱託情報と併せ

て登記所に提供しなければならない。

４　法第三百三十四条第四項の登記の回復の嘱託をする場合には、更生手続の開始の決定を取り消す決定があったことを証する情報をその

嘱託情報と併せて登記所に提供しなければならない。

（更生計画の遂行による権利の得喪等に関する登記の嘱託の添付情報）

第四十一条　法第三百三十五条第五項において準用する法第三百三十四条第一項の規定による登記の嘱託をする場合には、更生計画の認可

の決定があったことを証する情報をその嘱託情報と併せて登記所に提供しなければならない。

（否認の登記の抹消の嘱託の添付情報）

第四十二条　法第三百三十六条において準用する会社更生法第二百六十二条第四項の否認の登記の抹消の嘱託をする場合には、更生計画の

認可の決定があったことを証する情報をその嘱託情報と併せて登記所に提供しなければならない。

２　法第三百三十六条において準用する会社更生法第二百六十二条第六項の否認の登記の抹消の嘱託をする場合には、更生手続の開始の決

定を取り消す決定、更生計画の不認可の決定又は更生手続の廃止の決定があったことを証する情報をその嘱託情報と併せて登記所に提供

しなければならない。

（登録のある権利への準用）

第四十三条　前三条の規定は、登録のある権利について準用する。

第四章　金融機関等の更生手続の特例

第一節　銀行の更生手続の特例

（銀行についての会社更生法施行令の規定の適用）

第四十四条　銀行についての会社更生法施行令の次の表の上欄に掲げる規定の適用については、これらの規定中同表の中欄に掲げる字句

は、同表の下欄に掲げる字句とする。

第二条 第 十 四

条まで

第十四条まで及び金融機関等の更生手続の特例等に関する法律施行令（平成十五年政令第百十八号）第四十五条から第四

十七条まで

第 八 節

まで

第八節まで及び金融機関の合併及び転換に関する法律施行令（昭和四十三年政令第百四十三号）

第 三 条

第二項

株 式 会

社

株式会社若しくは金融機関等の更生手続の特例等に関する法律（平成八年法律第九十五号）第三百四十六条において準用

する同法第百三条第一項に規定する条項により設立される協同組織金融機関

第 四 十

六条

第四十六条（金融機関の合併及び転換に関する法律施行令第三十二条第三項又は第三十五条第二項において準用する場合

を含む。）

書面 書面又は協同組織金融機関に関する総会（中小企業等協同組合法（昭和二十四年法律第百八十一号）第五十五条第一項、

信用金庫法（昭和二十六年法律第二百三十八号）第四十九条第一項又は労働金庫法（昭和二十八年法律第二百二十七号）

第五十五条第一項の総代会を含む。）若しくは理事会の議事録若しくは中小企業等協同組合法第三十六条の六第四項、信用

金庫法第三十七条第三項若しくは労働金庫法第三十九条第三項の規定により理事会の決議があったものとみなされる場合

に該当することを証する書面

（合併による登記の嘱託書等の添付書面）

第四十五条　更生計画（法第三百四十一条第三項に規定する更生計画をいう。以下この節において同じ。）の定めにより吸収合併（普通銀

行である更生会社（同条第一項に規定する更生会社をいう。以下この節において同じ。）が消滅する吸収合併（合併転換法第二条第四項

に規定する吸収合併をいう。以下この項及び次項において同じ。）であって、吸収合併後存続する金融機関（次項において「吸収合併存

続金融機関」という。）が信用金庫であるものに限る。）をしたときは、当該吸収合併による変更の登記の申請書には、更生会社に関する

合併転換法施行令第三十二条第一項第八号及び第九号に掲げる書面を添付することを要しない。

２　更生計画の定めにより吸収合併（更生会社が吸収合併存続金融機関となるものに限る。）をしたときは、当該吸収合併による変更の登

記の嘱託書又は申請書には、合併転換法施行令第三十二条第一項第三号から第五号までに掲げる書面を添付することを要しない。

３　更生計画の定めにより新設合併（更生会社が消滅する新設合併（合併転換法第二条第五項に規定する新設合併をいう。以下この項及び

次項において同じ。）であって、新設合併により設立する金融機関（次項において「新設合併設立金融機関」という。）が株式会社である

ものに限る。）をしたときは、当該新設合併による設立の登記の嘱託書又は申請書には、合併転換法施行令第三十二条第二項第四号ハに

掲げる書面並びに更生会社に関する同項第七号及び第八号に掲げる書面を添付することを要しない。

４　更生計画の定めにより新設合併（更生会社（普通銀行であるものに限る。）が消滅する新設合併であって、新設合併設立金融機関が信

用金庫であるものに限る。）をしたときは、当該新設合併による設立の登記の嘱託書又は申請書には、更生会社に関する合併転換法施行

令第三十二条第二項第七号及び第八号に掲げる書面を添付することを要しない。
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（転換による登記の嘱託書等の添付書面）

第四十六条　更生計画の定めにより転換（合併転換法第二条第七項に規定する転換であって、更生会社（普通銀行であるものに限る。）が

信用金庫となるものに限る。次項において同じ。）をしたときは、転換後信用金庫（合併転換法第五十六条第一項第一号に規定する転換

後信用金庫をいう。）についてする登記の嘱託書又は申請書には、合併転換法施行令第三十五条第一項第四号及び第五号に掲げる書面を

添付することを要しない。この場合において、当該更生計画が代表理事の氏名を定めたものであるときは、合併転換法施行令第三十五条

第一項第九号の代表権を有する者の資格を証する書面のうち、当該代表理事が就任を承諾したことを証するものも、同様とする。

２　更生計画の定めにより転換をした場合において、当該更生計画が代表理事について法第三百四十五条第一項第二号イに規定する選定の

方法を定めたものであるときは、前項の嘱託書又は申請書には、その選定に関する書面をも添付しなければならない。

（新協同組織金融機関の設立による設立の登記の嘱託書等の添付書面）

第四十七条　第十四条の規定は、更生計画の定めにより法第三百四十六条において準用する法第百三条第一項の協同組織金融機関の設立を

した場合について準用する。この場合において、第十四条第一項第一号中「法」とあるのは「法第三百四十六条において準用する法」

と、「同項第九号」とあるのは「法第三百四十六条において準用する法第百三条第一項第九号」と、同条第二項中「同項第七号」とある

のは「法第三百四十六条において準用する法第百三条第一項第七号」と読み替えるものとする。

第二節　保険業を営む株式会社の更生手続の特例

（保険業を営む株式会社についての会社更生法施行令の規定の適用）

第四十八条　保険業（保険業法第二条第一項に規定する保険業をいう。）を営む株式会社についての会社更生法施行令の次の表の上欄に掲

げる規定の適用については、これらの規定中同表の中欄に掲げる字句は、同表の下欄に掲げる字句とする。

第二条 第十四条まで 第十四条まで及び金融機関等の更生手続の特例等に関する法律施行令第四十九条から第五十三条

まで

第八節まで 第八節まで並びに保険業法（平成七年法律第百五号）第二編第二章第一節及び第三節、第七章第三

節、第八章第一節から第三節まで、第九章第四節及び第五節並びに第十二章第五節

第三条第二項 株式会社 株式会社若しくは金融機関等の更生手続の特例等に関する法律第三百六十三条において準用する同

法第二百七十二条に規定する条項により設立される相互会社

第四十六条 第四十六条（保険業法第六十七条において準用する場合を含む。）

第六条 商業登記法第七十条に規

定する

保険業法第十七条の三第一項各号に掲げる

第十一条第一

項

及び第八号 に掲げる書面及び保険業法第百七十三条の八第一項各号

第十一条第二

項

、更生会社に関する同法

第八十五条第六号及び第

八号に掲げるもの

更生会社に関する同法第八十五条第六号に掲げるもの及び更生会社に関する保険業法第百七十三条

の八第一項各号に掲げる書面

第十一条第三

項

から第四号まで 及び第四号に掲げる書面並びに更生会社に関する保険業法第百七十三条の八第一項各号

第十一条第四

項

及び第八号 に掲げる書面及び保険業法第百七十三条の八第一項各号

第十一条第五

項

、更生会社に関する同法

第八十六条第六号及び第

八号に掲げるもの

更生会社に関する同法第八十六条第六号に掲げるもの及び更生会社に関する保険業法第百七十三条

の八第一項各号に掲げる書面

（保険契約の移転による解散の登記の申請書の添付書面）

第四十九条　第二十八条第二項の規定は、更生計画（法第三百五十七条第四項に規定する更生計画をいう。以下この節において同じ。）の

定めにより更生会社（同条第二項に規定する更生会社をいう。以下この節において同じ。）が他の相互会社の保険契約の全部に係る保険

契約の移転を受けた場合について準用する。

（組織変更による登記の嘱託書等の添付書面）

第五十条　更生計画の定めにより組織変更（保険業法第六十八条第三項に規定する組織変更をいう。次項において同じ。）をしたときは、

組織変更後相互会社（法第三百六十条第一項第二号に規定する組織変更後相互会社をいう。次条において同じ。）についてする登記の嘱

託書又は申請書には、保険業法第八十四条第二項第三号から第六号までに掲げる書面を添付することを要しない。この場合において、当

該更生計画が取締役等の氏名又は名称を定めたものであるときは、同項第九号又は第十号イに掲げる書面も、同様とする。

２　更生計画の定めにより組織変更をした場合において、当該更生計画が取締役等について法第三百六十条第一項第二号若しくは第三号に

規定する選任の方法又は同号ロ、ニ若しくはホに規定する選定の方法を定めたものであるときは、前項の嘱託書又は申請書には、その選

任又は選定に関する書面をも添付しなければならない。

（組織変更後相互会社の基金の募集による変更の登記の嘱託書等の添付書面）

第五十一条　第二十九条の規定は、更生計画の定めにより組織変更後相互会社が基金の募集をした場合について準用する。この場合におい

て、同条中「法第二百六十三条第二号」とあるのは、「法第三百六十条第二項において準用する法第二百六十三条第二号」と読み替える

ものとする。

（合併による登記の嘱託書等の添付書面）

第五十二条　更生計画の定めにより吸収合併（更生会社が消滅する吸収合併（保険業法第百六十条に規定する吸収合併をいう。以下この項

及び次項において同じ。）であって、吸収合併後存続する会社（次項において「吸収合併存続会社」という。）が相互会社であるものに限

る。）をしたときは、当該吸収合併による変更の登記の申請書には、更生会社に関する同法第百七十条第三項において準用する商業登記

法第八十条第六号及び第八号に掲げる書面並びに保険業法第百七十条第一項第一号及び第二号に掲げる書面を添付することを要しない。

２　更生計画の定めにより吸収合併（更生会社が吸収合併存続会社となるものに限る。）をしたときは、当該吸収合併による変更の登記の

嘱託書又は申請書には、保険業法第百七十条第三項において準用する商業登記法第八十条第二号から第四号までに掲げる書面並びに更生

会社に関する保険業法第百七十条第一項第一号及び第二号に掲げる書面を添付することを要しない。

３　更生計画の定めにより新設合併（更生会社が消滅する新設合併（保険業法第百六十一条第一項に規定する新設合併をいう。以下この項

及び次項において同じ。）であって、新設合併により設立する会社（次項において「新設合併設立会社」という。）が株式会社であるもの

に限る。）をしたときは、当該新設合併による設立の登記の嘱託書又は申請書には、同法第百七十条第三項において準用する商業登記法
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第八十一条第四号に掲げる書面並びに更生会社に関する同項において準用する同条第六号及び第八号に掲げる書面並びに保険業法第百七

十条第一項第一号及び第二号に掲げる書面を添付することを要しない。

４　更生計画の定めにより新設合併（更生会社が消滅する新設合併であって、新設合併設立会社が相互会社であるものに限る。）をしたと

きは、当該新設合併による設立の登記の嘱託書又は申請書には、更生会社に関する保険業法第百七十条第三項において準用する商業登記

法第八十一条第六号及び第八号に掲げる書面並びに保険業法第百七十条第一項第一号及び第二号に掲げる書面を添付することを要しな

い。

（新相互会社の設立による設立の登記の嘱託書等の添付書面）

第五十三条　第三十六条の規定は、更生計画の定めにより法第三百六十三条において準用する法第二百七十二条の相互会社の設立をした場

合について準用する。この場合において、第三十六条第一項第一号中「法第二百七十二条第三号」とあるのは「法第三百六十三条におい

て準用する法第二百七十二条第三号」と、同項第二号中「法第二百七十二条第十一号」とあるのは「法第三百六十三条において準用する

法第二百七十二条第十一号」と、同項第三号中「法第二百七十二条第九号」とあるのは「法第三百六十三条において準用する法第二百七

十二条第九号」と、同条第二項中「同条第七号」とあるのは「法第三百六十三条において準用する法第二百七十二条第七号」と、「同号」

とあるのは「法第三百六十三条において準用する法第二百七十二条第八号」と読み替えるものとする。

第三節　保険会社の更生手続における保険契約の取扱い等

（補償対象保険金の弁済をすることができる権利の範囲）

第五十四条　法第四百四十条第一項に規定する政令で定める権利は、次に掲げる権利とする。

一　保険金請求権

二　損害をてん補することを請求する権利（前号に掲げるものを除く。）

三　満期返戻金を請求する権利

四　契約者配当（保険業法第百十四条第一項に規定する契約者配当をいう。次条第三号において同じ。）に係る配当金又は社員に対して

分配された剰余金を請求する権利（前三号に掲げるものと同時に請求する場合に限る。）

五　未経過期間（保険契約に定めた保険期間のうち、当該保険契約が解除され、又は効力を失った時において、まだ経過していない期間

をいう。）に対応する保険料の払戻しを請求する権利（第一号又は第二号に掲げるものと同時に請求する場合に限る。）

（保険金請求権等の範囲）

第五十五条　法第四百四十四条に規定する政令で定める権利は、次に掲げる権利とする。

一　保険金請求権

二　損害をてん補することを請求する権利（前号に掲げるものを除く。）

三　返戻金、剰余金、契約者配当に係る配当金その他の給付金（保険金を除く。）を請求する権利

第五章　雑則

（金融庁長官へ委任される権限から除かれる権限）

第五十六条　法第五百四十八条に規定する政令で定めるものは、法第四百九十条第一項の規定による破産手続開始の申立て（金融機関に係

るものに限る。）とする。

附　則

（施行期日）

１　この政令は、会社更生法の施行の日（平成十五年四月一日）から施行する。

（経過措置）

２　この政令の施行前にされた更生手続開始の申立てに係る株式会社、協同組織金融機関及び相互会社の更生事件については、なお従前の

例による。

附　則　（平成一五年六月六日政令第二四七号）　抄

（施行期日）

第一条　この政令は、保険業法の一部を改正する法律の施行の日（平成十五年六月八日）から施行する。

附　則　（平成一五年八月八日政令第三六一号）　抄

（施行期日）

第一条　この政令は、保険業法の一部を改正する法律の施行の日（平成十五年八月二十四日）から施行する。

附　則　（平成一六年九月八日政令第二六六号）　抄

（施行期日）

第一条　この政令は、株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法律（以下「改正法」

という。）の一部の施行の日（平成十六年十月一日）から施行する。

附　則　（平成一六年一〇月二〇日政令第三一八号）　抄

（施行期日）

１　この政令は、破産法の施行の日（平成十七年一月一日）から施行する。

附　則　（平成一六年一一月一二日政令第三五四号）　抄

（施行期日）

第一条　この政令は、証券取引法等の一部を改正する法律附則第一条第三号に定める日（平成十六年十二月一日）から施行する。

附　則　（平成一六年一二月三日政令第三八五号）

この政令は、電子公告制度の導入のための商法等の一部を改正する法律の施行の日（平成十七年二月一日）から施行する。

附　則　（平成一七年二月一八日政令第二四号）　抄

（施行期日）

第一条　この政令は、不動産登記法の施行の日（平成十七年三月七日）から施行する。

附　則　（平成一八年四月一九日政令第一七四号）

この政令は、会社法の施行の日（平成十八年五月一日）から施行する。

附　則　（平成一九年三月二日政令第三九号）

この政令は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律の施行の日から施行する。

附　則　（平成一九年八月三日政令第二三三号）　抄

（施行期日）

第一条　この政令は、改正法の施行の日から施行する。

附　則　（平成二七年一月二八日政令第二三号）
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この政令は、会社法の一部を改正する法律の施行の日（平成二十七年五月一日）から施行する。

附　則　（令和三年二月三日政令第二一号）

この政令は、会社法の一部を改正する法律の施行の日（令和三年三月一日）から施行する。
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